


















































































































































































































































































Ｃ 投資主名簿等管理人兼特別口座管理機関

（１）名称、資本金の額及び事業の内容

名   称：三井住友信託銀行株式会社

資本金の額：平成26年３月31日現在 342,037百万円

事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。

 

（２）関係業務の概要

① 投資主名簿等管理人としての事務

 (イ) 投資主名簿の作成、管理及び備置に関する事項

 (ロ) 投資主名簿への記録、投資口の質権の登録又はその抹消に関する事項

 (ハ) 投資主等の氏名、住所の登録に関する事項

 (ニ) 投資主等の提出する届出の受理に関する事項

 (ホ) 投資主総会の招集通知、決議通知及びこれらに付随する参考書類等の送付並びに議決権行使書面（又は委

任状）の作成等に関する事項

 (ヘ) 金銭の分配（以下「分配金」といいます。）の計算及びその支払いのための手続きに関する事項

 (ト) 分配金支払事務取扱銀行等における支払期間経過後の分配金の確定及びその支払いに関する事項

 (チ) 投資口に関する照会応答、諸証明書の発行に関する事項

 (リ) 委託事務を処理するため使用した本投資法人に帰属する書類（以下「使用済書類」といいます。）及び未

達郵便物の整理保管に関する事項

 (ヌ) 募集投資口の発行に関する事項

 (ル) 投資口の併合又は分割に関する事項

 (ヲ) 投資主の権利行使に関する請求その他の投資主からの申出の受付に関する事項（前各号の事項に関連する

ものに限ります。）

 (ワ) 法令又は投資主名簿等管理人委託契約により本投資法人が必要とする投資口統計資料の作成に関する事項

 (カ) その他振替機関との情報の授受に関する事項

 (ヨ) 前各号に掲げる事務のほか、本投資法人及び投資主名簿等管理人が協議のうえ定める事項

 

② 特別口座管理機関としての事務

 (イ) 振替口座簿並びにこれに附属する帳簿の作成・管理及び備置に関する事項

 (ロ) 総投資主報告に関する事項

 (ハ) 新規記載又は記録手続及び抹消手続又は全部抹消手続に関する事項

 (ニ) 保管振替機構からの本投資法人に対する個別投資主通知及び本投資法人の保管振替機構に対する情報提供

請求に関する事項

 (ホ) 振替口座簿への記載又は記録、質権に係る記載又は記録及び信託の受託者並びに信託財産に係る記載又は

記録に関する事項

 (ヘ) 特別口座の開設及び廃止に関する事項

 (ト) 加入者情報及び届出印鑑の登録又はそれらの変更の登録及び加入者情報の保管振替機構への届出に関する

事項

 (チ) 特別口座の加入者本人のために開設された他の口座への振替手続に関する事項

 (リ) 社債株式等振替法で定める取得者等による特別口座開設等請求に関する事項

 (ヌ) 加入者からの個別投資主通知の申出に関する事項

 (ル) 加入者又は利害関係を有する者からの情報提供請求に関する事項

 (ヲ) 前各号に掲げるもののほか、加入者等（「加入者等」とは、投資主、投資口質権者及びこれらの法定代理

人又は以上の者の常任代理人をいいます。以下同じです。）による請求に関する事項

 (ワ) 前各号に掲げるもののほか、加入者等からの加入者等に係る情報及び届出印鑑に関する届出の受理に関す

る事項

 (カ) 加入者等からの照会に対する応答に関する事項

 (ヨ) 投資口の併合又は分割に関する事項

 (タ) 前各号に掲げる事項のほか、振替制度の運営に関する事項及び本投資法人及び特別口座管理機関が協議の

うえ定める事項

 

（３）資本関係

本書の日付現在、本投資法人と三井住友信託銀行株式会社との間には資本関係はありません。
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第５【投資法人の経理状況】
１．財務諸表の作成方法について

 本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。そ

の後の改正を含みます。）及び同規則第２条の規定により、「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府令第

47号。その後の改正を含みます。）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第17期計算期間（平成25年12月１日から平成

26年５月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けています。

 

３．連結財務諸表について

 本投資法人は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

  第16期 
(平成25年11月30日) 

第17期 
(平成26年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,479,896 16,842,863 

信託現金及び信託預金 5,445,075 5,694,864 

営業未収入金 299,238 292,388 

未収消費税等 － 135,051 

前払費用 289,694 307,951 

繰延税金資産 7,426 3,729 

その他 108,600 80,830 

流動資産合計 17,629,931 23,357,677 

固定資産    

有形固定資産    

建物 3,073,746 3,092,757 

減価償却累計額 △1,367,157 △1,454,946 

建物（純額） 1,706,588 1,637,811 

構築物 10,296 10,296 

減価償却累計額 △2,192 △2,461 

構築物（純額） 8,103 7,834 

工具、器具及び備品 7,422 8,947 

減価償却累計額 △5,593 △6,042 

工具、器具及び備品（純額） 1,828 2,905 

土地 12,302,226 12,302,226 

建設仮勘定 2,457 3,871 

信託建物 75,848,965 80,499,042 

減価償却累計額 △15,550,718 △16,541,892 

信託建物（純額） ※１ 60,298,247 ※１ 63,957,149 

信託構築物 858,205 887,486 

減価償却累計額 △135,345 △146,565 

信託構築物（純額） 722,860 740,921 

信託機械及び装置 861,301 781,249 

減価償却累計額 △399,705 △401,379 

信託機械及び装置（純額） 461,596 379,869 

信託工具、器具及び備品 94,734 108,841 

減価償却累計額 △50,484 △57,254 

信託工具、器具及び備品（純額） 44,249 51,586 

信託その他 6,017 5,909 

減価償却累計額 △6,017 △5,909 

信託その他（純額） － － 

信託土地 266,787,276 273,990,050 

信託建設仮勘定 39,544 433,065 

有形固定資産合計 342,374,979 353,507,294 
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    （単位：千円） 

  第16期 
(平成25年11月30日) 

第17期 
(平成26年５月31日) 

無形固定資産    

商標権 1,448 1,259 

借地権 2,407,101 2,407,101 

信託借地権 306,884 306,884 

その他 2,818 4,925 

無形固定資産合計 2,718,252 2,720,171 

投資その他の資産    

信託差入敷金及び保証金 113,684 113,684 

長期前払費用 778,748 942,443 

繰延税金資産 23,705 70,133 

その他 10,020 10,020 

投資その他の資産合計 926,158 1,136,282 

固定資産合計 346,019,390 357,363,748 

繰延資産    

投資法人債発行費 4,585 1,717 

繰延資産合計 4,585 1,717 

資産合計 363,653,907 380,723,143 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 772,417 904,316 

短期借入金 3,000,000 5,500,000 

1年内返済予定の長期借入金 33,900,000 29,500,000 

未払金 286,983 461,153 

未払法人税等 811 844 

未払消費税等 96,308 16,051 

前受金 977,470 971,476 

その他 164,118 365,068 

流動負債合計 39,198,109 37,718,910 

固定負債    

投資法人債 3,500,000 3,500,000 

長期借入金 107,300,000 125,200,000 

預り敷金及び保証金 7,306,108 7,674,101 

信託預り敷金及び保証金 4,597,921 4,769,695 

デリバティブ債務 68,576 205,310 

固定負債合計 122,772,606 141,349,107 

負債合計 161,970,715 179,068,017 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 198,780,951 198,780,951 

剰余金    

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,959,947 3,016,510 

剰余金合計 2,959,947 3,016,510 

投資主資本合計 201,740,899 201,797,461 

評価・換算差額等    

繰延ヘッジ損益 △57,707 △142,335 

評価・換算差額等合計 △57,707 △142,335 

純資産合計 ※２ 201,683,191 ※２ 201,655,126 

負債純資産合計 363,653,907 380,723,143 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
第16期 

(自 平成25年６月１日 
 至 平成25年11月30日) 

第17期 
(自 平成25年12月１日 
 至 平成26年５月31日) 

営業収益    

賃貸事業収入 ※１ 8,367,068 ※１ 8,491,129 

その他賃貸事業収入 ※１ 65,001 ※１ 92,758 

不動産等売却益 ※２ － ※２ 3,610 

営業収益合計 8,432,069 8,587,498 

営業費用    

賃貸事業費用 ※１ 3,870,374 ※１ 3,931,000 

資産運用報酬 696,224 710,204 

資産保管手数料 17,657 18,162 

一般事務委託手数料 63,107 62,686 

信託報酬 21,717 22,026 

役員報酬 5,400 5,400 

その他営業費用 80,559 77,284 

営業費用合計 4,755,040 4,826,763 

営業利益 3,677,029 3,760,734 

営業外収益    

受取利息 1,423 931 

未払分配金戻入 1,101 630 

雑収入 2,464 4,068 

営業外収益合計 4,989 5,630 

営業外費用    

支払利息 522,251 554,143 

投資法人債利息 ※３ 53,609 ※３ 47,448 

融資手数料 144,284 151,045 

その他 5,935 7,938 

営業外費用合計 726,080 760,575 

経常利益 2,955,938 3,005,789 

特別利益    

固定資産受贈益 4,884 11,484 

特別利益合計 4,884 11,484 

税引前当期純利益 2,960,822 3,017,273 

法人税、住民税及び事業税 992 929 

法人税等調整額 △6 4 

法人税等合計 986 933 

当期純利益 2,959,835 3,016,340 

前期繰越利益 111 170 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,959,947 3,016,510 

 

- 141 -



（３）【投資主資本等変動計算書】

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

          （単位：千円） 

  投資主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 繰延ヘッジ損益 
評価・換算差
額等合計  

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 198,780,951 2,589,422 2,589,422 201,370,373 △25,003 △25,003 201,345,370 

当期変動額              

剰余金の配当   △2,589,310 △2,589,310 △2,589,310     △2,589,310 

当期純利益   2,959,835 2,959,835 2,959,835     2,959,835 

投資主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
        △32,704 △32,704 △32,704 

当期変動額合計 － 370,525 370,525 370,525 △32,704 △32,704 337,821 

当期末残高 198,780,951 2,959,947 2,959,947 201,740,899 △57,707 △57,707 201,683,191 

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

          （単位：千円） 

  投資主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 繰延ヘッジ損益 評価・換算差
額等合計  

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 198,780,951 2,959,947 2,959,947 201,740,899 △57,707 △57,707 201,683,191 

当期変動額              

剰余金の配当   △2,959,777 △2,959,777 △2,959,777     △2,959,777 

当期純利益   3,016,340 3,016,340 3,016,340     3,016,340 

投資主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
        △84,627 △84,627 △84,627 

当期変動額合計 － 56,562 56,562 56,562 △84,627 △84,627 △28,065 

当期末残高 198,780,951 3,016,510 3,016,510 201,797,461 △142,335 △142,335 201,655,126 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

区    分

第16期
（自 平成25年６月１日
至 平成25年11月30日）

第17期
（自 平成25年12月１日
至 平成26年５月31日）

金 額（円） 金 額（円）

Ⅰ 当期未処分利益 2,959,947,688 3,016,510,262

Ⅱ 分配金の額 2,959,777,444 3,016,376,558

（投資口１口当たり分配

金の額）
(7,478) (7,621)

Ⅲ 次期繰越利益 170,244 133,704

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第32条第１号に定める

「金銭の分配の方針」に基づき、分配金

の額は利益の金額を限度とし、「租税特

別措置法第67条の15に規定される本投資

法人の配当可能利益の額の金額の100分

の90に相当する金額を超えて分配する」

旨の方針に従い、当期未処分利益を超え

ない額で発行済投資口数395,798口の整

数倍の最大値となる2,959,777,444円を

利益分配金として分配することといたし

ました。なお、投資法人規約第32条第２

号に定める利益を超えた金銭の分配は行

いません。

本投資法人の規約第32条第１号に定める

「金銭の分配の方針」に基づき、分配金

の額は利益の金額を限度とし、「租税特

別措置法第67条の15に規定される本投資

法人の配当可能利益の額の金額の100分

の90に相当する金額を超えて分配する」

旨の方針に従い、当期未処分利益を超え

ない額で発行済投資口数395,798口の整

数倍の最大値となる3,016,376,558円を

利益分配金として分配することといたし

ました。なお、投資法人規約第32条第２

号に定める利益を超えた金銭の分配は行

いません。
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
第16期 

(自 平成25年６月１日 
 至 平成25年11月30日) 

第17期 
(自 平成25年12月１日 
 至 平成26年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 2,960,822 3,017,273 

減価償却費 1,330,093 1,357,076 

投資法人債発行費償却 3,631 2,867 

受取利息 △1,423 △931 

支払利息 575,860 601,592 

営業未収入金の増減額（△は増加） △69,086 6,849 

未収消費税等の増減額（△は増加） 248,781 △135,051 

前払費用の増減額（△は増加） △26,739 △18,256 

営業未払金の増減額（△は減少） 201,239 △74,232 

未払金の増減額（△は減少） 29,441 60,440 

未払消費税等の増減額（△は減少） 63,881 △80,257 

前受金の増減額（△は減少） 102,540 △5,993 

長期前払費用の増減額（△は増加） △294,805 △163,695 

信託有形固定資産の売却による減少額 － 3,776,563 

その他 72,548 226,221 

小計 5,196,784 8,570,465 

利息の受取額 1,423 931 

利息の支払額 △615,390 △601,109 

法人税等の支払額 △960 △896 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,581,857 7,969,391 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △25,556 △22,821 

信託有形固定資産の取得による支出 △21,370,401 △15,910,756 

無形固定資産の取得による支出 － △3,024 

預り敷金及び保証金の受入による収入 372,769 615,668 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 835,362 755,378 

預り敷金及び保証金の返還による支出 △332,947 △670,820 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △5,404 △160,460 

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,526,177 △15,396,834 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 8,000,000 2,500,000 

短期借入金の返済による支出 △5,000,000 － 

長期借入れによる収入 38,900,000 28,400,000 

長期借入金の返済による支出 △17,500,000 △14,900,000 

投資法人債の償還による支出 △5,000,000 － 

分配金の支払額 △2,588,480 △2,959,802 

財務活動によるキャッシュ・フロー 16,811,519 13,040,197 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 867,199 5,612,755 

現金及び現金同等物の期首残高 16,057,772 16,924,971 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 16,924,971 ※１ 22,537,727 
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（６）【注記表】

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（信託財産を含む。）

定額法を採用しております。

なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

 
 

建物 ２～64年

構築物 ４～56年

機械及び装置 ３～23年

工具、器具及び備品 ５～18年
 

  (2）無形固定資産

定額法を採用しております。

  (3）長期前払費用

定額法を採用しております。

２．繰延資産の処理方法 投資法人債発行費

償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法

保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権に係る固定資産税、

都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定された税額のうち当該決

算期間に対応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法を採用しており

ます。

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、本投資

法人が負担すべき初年度の固定資産税等相当額については、費用計上せず当

該不動産等の取得原価に算入しております。不動産等の取得原価に算入した

固定資産税等相当額は、前期は71,391千円、当期は54,857千円です。

４．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

但し、金利スワップの特例処理の要件を満たすものにつきましては、特例

処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

 金利スワップ取引

ヘッジ対象

 借入金利息

(3）ヘッジ方針

本投資法人はリスク管理方針に基づき、投資法人規約に規定するリスクを

ヘッジする目的でデリバティブ取引を行っております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することによ

り、ヘッジの有効性を評価しております。

但し、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、有効性の評価を

省略しております。

５．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金

及び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(1）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、信託財産

内全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘

定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上しておりま

す。

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目に

ついては、貸借対照表において区分掲記しております。

  ① 信託現金及び信託預金

② 信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備

品、信託その他、信託土地、信託建設仮勘定

③ 信託借地権

④ 信託差入敷金及び保証金

⑤ 信託預り敷金及び保証金

  (2）消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外

消費税等は、当期の費用として処理しております。

なお、固定資産等に係る控除対象外消費税等は５年間で均等償却しており

ます。

 

２．貸借対照表に関する注記

※１．国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮記帳額

第16期
（平成25年11月30日）

第17期
（平成26年５月31日）

 信託建物 32,898千円  信託建物 32,898千円

 

※２．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に規定する最低純資産額

第16期
（平成25年11月30日）

第17期
（平成26年５月31日）

  50,000千円   50,000千円
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３．損益計算書に関する注記

※１．不動産賃貸事業損益の内訳（単位：千円）

     
第16期

（自 平成25年６月１日
  至 平成25年11月30日）

第17期
（自 平成25年12月１日

  至 平成26年５月31日）

  Ａ．不動産賃貸事業収益        

    賃貸事業収入 8,367,068   8,491,129  

    その他賃貸事業収入 65,001   92,758  

    不動産賃貸事業収益合計   8,432,069   8,583,887

  Ｂ．不動産賃貸事業費用        

    外注委託費 654,832   692,132  

    水道光熱費 877,331   842,933  

    租税公課 692,430   705,980  

    損害保険料 12,927   12,785  

    修繕費 251,073   272,158  

    減価償却費 1,328,912   1,355,744  

    その他賃貸事業費用 52,866   49,265  

    不動産賃貸事業費用合計   3,870,374   3,931,000

  Ｃ．不動産賃貸事業損益        

    （Ａ－Ｂ）   4,561,695   4,652,887

 

※２.不動産等売却益の内訳（単位：千円）

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

 該当事項はありません。

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

 

Ｄａｉｗａ渋谷ＳＳビル

    不動産等売却収入     3,800,000  

    不動産等売却原価     3,776,563  

    その他売却費用     19,825  

     不動産等売却益       3,610

 

※３.主要投資主との取引

     
第16期

（自 平成25年６月１日
  至 平成25年11月30日）

第17期
（自 平成25年12月１日

  至 平成26年５月31日）

  営業取引以外の取引によるもの        

    投資法人債利息   48,102千円   47,448千円

 

 

４．投資主資本等変動計算書に関する注記

 
第16期

（自 平成25年６月１日
  至 平成25年11月30日）

第17期
（自 平成25年12月１日

  至 平成26年５月31日）

１.発行可能投資口の総数及び発行済投資口数    

  発行可能投資口の総数 2,000,000口 2,000,000口

  発行済投資口数 395,798口 395,798口
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５．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
第16期

（自 平成25年６月１日
  至 平成25年11月30日）

第17期
（自 平成25年12月１日

  至 平成26年５月31日）

現金及び預金 11,479,896千円 16,842,863千円

信託現金及び信託預金 5,445,075千円 5,694,864千円

現金及び現金同等物 16,924,971千円 22,537,727千円
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６．リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
第16期

（平成25年11月30日）
第17期

（平成26年５月31日）

１年以内 7,267,272千円 7,283,531千円

１年超 7,728,191千円 10,284,782千円

合計 14,995,463千円 17,568,313千円

 

７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

 本投資法人では、資産の取得、修繕、分配金の支払及び有利子負債の返済等に充当する資金を、金融機関

からの借入れ、投資法人債の発行又は新投資口の発行等により調達しています。有利子負債による資金調達

においては、財務の安定性の確保及び将来の金利上昇リスクを回避するため、借入期間の長期化、金利の固

定化及び返済期日の分散等に留意しています。

 余資運用については、預金並びに安全性・流動性を伴う金銭債権及び有価証券等を対象としていますが、

原則として預金にて運用しております。

 デリバティブ取引については、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的とし

たものに限定しています。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 借入金及び投資法人債の資金使途は主に資産（不動産信託受益権等）の取得並びに既存の借入金・投資法

人債の返済・償還資金です。これらは、返済・償還期限において流動性リスクに晒されますが、有利子負債

比率を低位に保ち、期日分散を図り、有利子負債の長期比率を高位に保つとともに、国内金融機関を中心と

するレンダーの多様化を図ることで、当該リスクを管理しています。なお、変動金利による借入金等は、支

払金利の上昇リスクに晒されていますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の上昇リスクを

回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し

ております。

 ヘッジの有効性評価の方法については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することにより、ヘッジの有効性を評価

しております。但し、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、有効性の評価は省略しておりま

す。

 デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規定に基づき行っておりま

す。

 預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、退去に伴う返還時

において流動性リスクに晒されますが、その金額の一定割合を留保することにより、当該リスクを限定して

います。

 預金は、投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されています

が、預入期間を短期に限定し、また、預入先金融機関の信用格付に下限を設ける（決済性預金を除く）等に

より、当該リスクを管理しています。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件等によ

った場合、当該価額が異なることもあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）をご参照下さい。）。

 

第16期（平成25年11月30日）

（単位：千円）

  貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 11,479,896 11,479,896 －

（２）信託現金及び信託預金 5,445,075 5,445,075 －

資産計 16,924,971 16,924,971 －

（１）短期借入金 3,000,000 3,000,000 －

（２）１年内返済予定の長期借入金 33,900,000 33,902,829 2,829

（３）投資法人債 3,500,000 3,500,000 －

（４）長期借入金 107,300,000 107,324,155 24,155

負債計 147,700,000 147,726,984 26,984

 デリバティブ取引（※） (88,820) (88,820) －

 

第17期（平成26年５月31日）

（単位：千円）

  貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 16,842,863 16,842,863 －

（２）信託現金及び信託預金 5,694,864 5,694,864 －

資産計 22,537,727 22,537,727 －

（１）短期借入金 5,500,000 5,500,000 －

（２）１年内返済予定の長期借入金 29,500,000 29,506,081 6,081

（３）投資法人債 3,500,000 3,500,000 －

（４）長期借入金 125,200,000 125,287,009 87,009

負債計 163,700,000 163,793,091 93,091

 デリバティブ取引（※） (216,183) (216,183) －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、（ ）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ています。
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負債

（１）短期借入金、（２）１年内返済予定の長期借入金、（４）長期借入金

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、本投資法人の信用状態は実行後大きく異なってい

ないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。また、固定

金利によるものは、元利金の合計額（※）を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られる利

率で割り引いて算定する方法によっています。

（※）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（「９．デリバティブ取引に関する注記」をご参照

下さい。）については、その金利スワップのレートによる元利金の合計額

  （３）投資法人債

本投資法人の発行する投資法人債の時価については、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のな

いものは変動金利によるため、短期間で市場金利を反映し、また、本投資法人の信用状態は実行後大きく異な

っていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。

  デリバティブ取引

「９．デリバティブ取引に関する注記」をご参照下さい。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

 
第16期

（平成25年11月30日）
第17期

（平成26年５月31日）

預り敷金及び保証金 7,306,108千円 7,674,101千円

信託預り敷金及び保証金 4,597,921千円 4,769,695千円

合計 11,904,029千円 12,443,797千円

   賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金は、市場価格が

なく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的に将

来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示

の対象とはしておりません。

 

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

 

第16期（平成25年11月30日）

（単位：千円）

  １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

現金及び預金 11,479,896 － － － － －

信託現金及び

信託預金
5,445,075 － － － － －

合 計 16,924,971 － － － － －

 

第17期（平成26年５月31日）

（単位：千円）

  １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

現金及び預金 16,842,863 － － － － －

信託現金及び

信託預金
5,694,864 － － － － －

合 計 22,537,727 － － － － －
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（注４）短期借入金、長期借入金及び投資法人債の決算日後の返済予定額

 

第16期（平成25年11月30日）

（単位：千円）

  １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

短期借入金 3,000,000 － － － － －

１年内返済予定

の長期借入金
33,900,000 － － － － －

投資法人債 － － － － － 3,500,000

長期借入金 － 16,600,000 3,700,000 28,250,000 17,350,000 41,400,000

合 計 36,900,000 16,600,000 3,700,000 28,250,000 17,350,000 44,900,000

 

第17期（平成26年５月31日）

（単位：千円）

  １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

短期借入金 5,500,000 － － － － －

１年内返済予定

の長期借入金
29,500,000 － － － － －

投資法人債 － － － － － 3,500,000

長期借入金 － 8,300,000 18,200,000 19,400,000 21,500,000 57,800,000

合 計 35,000,000 8,300,000 18,200,000 19,400,000 21,500,000 61,300,000

 

８．有価証券に関する注記

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

 該当事項はありません。

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

 該当事項はありません。
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９．デリバティブ取引に関する注記

（１）ヘッジ会計が適用されていないもの

第16期（平成25年11月30日）

 該当事項はありません。

 

第17期（平成26年５月31日）

 該当事項はありません。

 

（２）ヘッジ会計が適用されているもの

第16期（平成25年11月30日）

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額

又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりです。

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主な

ヘッジ対象

契約額等（千円） 時価

（千円）
当該時価の算出方法

  うち１年超

原則的処理方法
金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 65,400,000 34,500,000 △88,820

取引先金融機関から

提示された価格等に

よっています。

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 32,350,000 32,350,000 （※） －

 合計 97,750,000 66,850,000 △88,820 －

 

第17期（平成26年５月31日）

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額

又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりです。

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主な

ヘッジ対象

契約額等（千円） 時価

（千円）
当該時価の算出方法

  うち１年超

原則的処理方法
金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 70,100,000 46,100,000 △216,183

取引先金融機関から

提示された価格等に

よっています。

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 35,350,000 32,850,000 （※） －

 合計 105,450,000 78,950,000 △216,183 －

 

（※）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（「７．金融商品に関する注

記」（２）金融商品の時価等に関する事項（注１）負債（２）（４）をご参照下さい。）

 

10．退職給付に関する注記

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

 該当事項はありません。

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

 該当事項はありません。
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11．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

 
第16期

（平成25年11月30日）
第17期

（平成26年５月31日）

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入額 18千円 14千円

繰延ヘッジ損失 31,366千円 73,848千円

繰延税金資産計 31,385千円 73,863千円

繰延税金負債    

繰延ヘッジ利益 253千円 －

繰延税金負債計 253千円 －

繰延税金資産の純額 31,132千円 73,863千円

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
第16期

（平成25年11月30日）
第17期

（平成26年５月31日）

法定実効税率 36.59％ 36.59％

（調整）    

支払分配金の損金算入額 △36.58％ △36.58％

その他 0.02％ 0.02％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.03％ 0.03％

 

（３）決算日後の税率変更

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年

４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。これに伴い、平成

26年６月１日以後開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用される法定実効税率が従来の36.59％から34.16％に変更されます。

 なお、当該変更による影響額は軽微です。

 

12．持分法損益等に関する注記

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

 該当事項はありません。

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

 該当事項はありません。
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13．関連当事者との取引に関する注記

（１）関連当事者との取引

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

 

種類

会社

等の

名称

所在地

資本金

又は

出資金

事業の

内容

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親

会

社

株式

会社

大和

証券

グル

ープ

本社

東京都

 千代田区

 

2,473億円

 

持株

会社

 

（被所有）

直接14.99％

間接32.57％

資金の

提供

 

投資法人債

利息の支払

（注１，２）

 48,102

投資法人債 3,500,000

その他

（流動負債）
19,358

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

 

種類

会社

等の

名称

所在地

資本金

又は

出資金

事業の

内容

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親

会

社

株式

会社

大和

証券

グル

ープ

本社

東京都

 千代田区

 

2,473億円

 

持株

会社

 

（被所有）

直接14.99％

間接32.57％

資金の

提供

 

投資法人債

利息の支払

（注１，２）

47,448

投資法人債 3,500,000

その他

（流動負債）
19,457

上記金額のうち、取引金額には、消費税等が含まれておりません。

（注１）投資法人債の発行条件等については、他の類似投資法人の投資法人債スプレッド、マーケット（銀行債）におけ

るシニア債と劣後債のスプレッドの差異及び我が国において過去に発行された劣後投資法人債スプレッドからの

検証等、多角的な分析を行い、発行条件等を決定いたしました。

（注２）利害関係人等との取引条件の決定については、資産運用会社の社内規程である利益相反対策ルールに基づき、決

定しております。

 

（２）親会社又は重要な関連会社に関する注記

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

 親会社情報

 株式会社大和証券グループ本社（株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所に上場）

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

 親会社情報

 株式会社大和証券グループ本社（株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所に上場）

 

14．資産除去債務に関する注記

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

 該当事項はありません。

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

 該当事項はありません。
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15．賃貸等不動産に関する注記

 本投資法人は、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビル等（土地を含む。）を保有しています。これ

ら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）

 
第16期

（自 平成25年６月１日
  至 平成25年11月30日）

第17期
（自 平成25年12月１日

  至 平成26年５月31日）

貸借対照表計上額    

  期首残高 324,976,352 345,046,153

  期中増減額 20,069,800 10,737,607

  期末残高 345,046,153 355,783,760

期末時価 328,290,000 342,230,000

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２）賃貸等不動産の期中増減額のうち、前期の主な増加額はトウセン道玄坂第二ビル（4,500百万円）、赤坂ビジネ

スプレイス（9,200百万円）及び日石渋谷ビル（7,000百万円）の取得によるものであり、主な減少額は減価償却

費（1,328百万円）によるものです。当期の主な増加額はインテグラルタワー（15,220百万円）の取得によるも

のであり、主な減少額はＤａｉｗａ渋谷ＳＳビル（3,776百万円）の譲渡及び減価償却費（1,355百万円）による

ものです。

（注３）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しております。

 

 なお、賃貸等不動産に関する損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。
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16．セグメント情報等に関する注記 

（１）セグメント情報

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（２）関連情報

第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

① 製品及びサービスごとの情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しております。

② 地域ごとの情報

（イ）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（ロ）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

③ 主要な顧客ごとの情報

 単一の外部顧客への売上高がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略しておりま

す。

 

第17期（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日）

① 製品及びサービスごとの情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しております。

② 地域ごとの情報

（イ）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（ロ）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

③ 主要な顧客ごとの情報

 単一の外部顧客への売上高がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略しておりま

す。

 

17．１口当たり情報に関する注記

 
第16期

（自 平成25年６月１日
  至 平成25年11月30日）

第17期
（自 平成25年12月１日

  至 平成26年５月31日）

１口当たり純資産額 509,560円 509,490円

１口当たり当期純利益  7,478円15銭 7,620円91銭

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しております。

また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載しておりません。

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
第16期

（自 平成25年６月１日
  至 平成25年11月30日）

第17期
（自 平成25年12月１日

  至 平成26年５月31日）

当期純利益（千円） 2,959,835 3,016,340

普通投資主に帰属しない金額（千円） － －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,959,835 3,016,340

期中平均投資口数（口） 395,798 395,798
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18．重要な後発事象に関する注記

（１）投資口発行

本投資法人は、平成26年６月17日及び平成26年６月25日開催の本投資法人役員会において、下記のとお

り、新投資口発行に関し決議しました。平成26年７月２日及び平成26年７月30日にそれぞれ払込が完了し

ております。 

① 公募による新投資口発行（一般募集） 

ａ．募集投資口数            41,092口 

ｂ．払込金額（発行価額）        １口当たり  450,746円 

ｃ．払込金額（発行価額）の総額     18,522,054,632円 

ｄ．払込期日              平成26年７月２日 

ｅ．調達する資金の使途         下記「（２）資産の取得について」に記載の特定資産の取

得資金及び取得に係る諸費用に充当 

② 第三者割当による新投資口発行 

ａ．募集投資口数            4,110口 

ｂ．払込金額（発行価額）        １口当たり  450,746円 

ｃ．払込金額（発行価額）の総額     1,852,566,060円 

ｄ．割当先及び割当投資口数       大和証券株式会社 4,110口 

ｅ．払込期日              平成26年７月30日 

ｆ．調達する資金の使途         下記「（２）資産の取得について」に記載の特定資産の取

得資金及び取得に係る諸費用に充当 

 

（２）資産の取得について

① 本投資法人は、平成26年７月４日付で、下記のとおり、不動産信託受益権を取得しました。 

 取得資産の概要 

資産の名称 麻布グリーンテラス 

取得資産 国内不動産を信託する信託受益権 

所在地（住居表示） 東京都港区南麻布三丁目20番１号 

取得価格 
14,000百万円 

（取得諸経費及び消費税等を除きます） 

契約締結日 平成26年６月17日 

引渡日 平成26年７月４日 

取得先 麻布グリーンテラス合同会社 

 

② 本投資法人は、平成26年８月１日付で、下記のとおり、不動産信託受益権を取得しました。 

 取得資産の概要 

資産の名称 北浜グランドビル 

取得資産 国内不動産を信託する信託受益権 

所在地（住居表示） 大阪府大阪市中央区淡路町二丁目２番14号 

取得価格 
9,481.5百万円 

（取得諸経費及び消費税等を除きます） 

契約締結日 平成26年６月17日 

引渡日 平成26年８月１日 

取得先 合同会社ノースビーチ 
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（７）【附属明細表】

① 有価証券明細表

 該当事項はありません。

 

② デリバティブ取引の契約額等及び時価の状況表

区分 種類
契約額等（千円）（注１） 時価（千円）

（注２）  うち１年超

市場取引以外の取引
金利スワップ取引

支払固定・受取変動
105,450,000 78,950,000 △216,183

合計 105,450,000 78,950,000 △216,183

（注１）金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて記載しています。

（注２）取引先金融機関から提示された価格等によっています。

なお、金融商品に関する会計基準上の特例処理の要件を満たしているものについては、時価の記載を省略してお

ります。

 

③ 為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

    該当事項はありません。

 

④ 不動産等明細表のうち総括表

資産の種類 
当期首残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

減価償却累計額又は 
差引当期末 

残高 
（千円） 

摘要 償却累計額

（千円） 

当期償却額

（千円） 

（有形固定資産）                

建物 

（その附属設備を含む） 
3,073,746 19,011 － 3,092,757 1,454,946 87,788 1,637,811 － 

構築物 10,296 － － 10,296 2,461 268 7,834 － 

工具、器具及び備品 7,422 1,525 － 8,947 6,042 448 2,905 － 

土地 12,302,226 － － 12,302,226 － － 12,302,226 － 

建設仮勘定 2,457 1,414 － 3,871 － － 3,871 － 

信託建物 

(その附属設備を含む) 
75,848,965 5,342,241 692,164 80,499,042 16,541,892 1,218,819 63,957,149 （注１、２） 

信託構築物 858,205 32,149 2,867 887,486 146,565 11,879 740,921 （注１、２） 

信託機械及び装置 861,301 2,423 82,476 781,249 401,379 29,759 379,869 （注２） 

信託工具、器具及び備品 94,734 14,684 577 108,841 57,254 7,007 51,586 （注２） 

信託その他 6,017 － 107 5,909 5,909 － － （注２） 

信託土地 266,787,276 10,457,879 3,255,105 273,990,050 － － 273,990,050 （注１、２） 

信託建設仮勘定 39,544 412,069 18,547 433,065 － － 433,065 － 

小計 359,892,194 16,283,398 4,051,846 372,123,746 18,616,451 1,355,971 353,507,294 － 

（無形固定資産）                

商標権 3,766 － － 3,766 2,506 188 1,259 － 

借地権 2,407,101 － － 2,407,101 － － 2,407,101 － 

信託借地権 306,884 － － 306,884 － － 306,884 － 

その他 21,290 3,024 － 24,314 19,388 916 4,925 － 

小計 2,739,042 3,024 － 2,742,066 21,894 1,104 2,720,171 － 

合計 362,631,237 16,286,422 4,051,846 374,865,813 18,638,346 1,357,076 356,227,466 － 

（注１）信託建物、信託構築物及び信託土地の当期増加の主な要因はインテグラルタワーの取得によるものです。

（注２）信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信託その他及び信託土地の当期減少の主

な要因は、Ｄａｉｗａ渋谷ＳＳビルの売却によるものです。
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⑤ その他特定資産の明細表

 該当事項はありません。

 

⑥ 投資法人債明細表

銘柄
発行

年月日

当期首
残高

（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

利率
（％）

償還
期限

使途 担保

第１回期限前償還条項付

無担保投資法人債

（注１）

平成21年

９月17日
3,500,000 － 3,500,000

2.719

（注２）

平成31年
９月17日 (注３) 無担保

合計 － 3,500,000 － 3,500,000 － － － －

（注１）劣後特約付及び適格機関投資家限定であります。

（注２）利率は、日数による期中の加重平均を記載しており、小数点第４位を四捨五入しています。

（注３）手元流動性として確保するとともに、運転資金、資本的支出資金等に充当しています。

（注４）投資法人債の貸借対照表日以後５年以内に償還期限が到来する投資法人債はございません。
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⑦ 借入金明細表

区分 借入先 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（％）（注１） 
返済期限 使途 摘要 

短 

期 

借 

入 

金 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.497 
H26.9.17 (注２) 

無担保 

三井住友信託銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.497 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 － 1,500,000 － 1,500,000 0.446 

H27.3.31 (注３) ㈱三井住友銀行 － 500,000 － 500,000 0.446 

㈱みずほ銀行 － 500,000 － 500,000 0.446 

合計 3,000,000 2,500,000 － 5,500,000 － － － － 

一 

年 

内 

返 

済 

予 

定 

の 

長 

期 

借 

入 

金 

㈱りそな銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 1.041 
H26.3.18 

(注２) 

無担保 

㈱りそな銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 1.041 

(注３) 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 0.960 H26.3.25 

㈱三井住友銀行 13,500,000 － － 13,500,000 0.941 

H26.7.8 
みずほ信託銀行㈱ 3,000,000 － － 3,000,000 0.970 

㈱あおぞら銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.970 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.970 

㈱りそな銀行 － 3,000,000 － 3,000,000 0.881 H27.2.27 

(注２) 

㈱みずほ銀行 4,900,000 － 4,900,000 － 0.768 

H26.3.31 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 3,000,000 － 3,000,000 － 0.961 

㈱群馬銀行 1,000,000 － 1,000,000 － 0.768 

㈱日本政策投資銀行 － 3,000,000 － 3,000,000 1.089 
H27.3.31 

㈱新生銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.885 

㈱みずほ銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.669 
H27.5.29 

㈱横浜銀行 － 500,000 － 500,000 0.669 

合計 33,900,000 10,500,000 14,900,000 29,500,000 － － － － 
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区分 借入先 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（％）（注１） 
返済期限 使途 摘要 

長 

期 

借 

入 

金 

㈱りそな銀行 3,000,000 － 3,000,000 － 0.881 H27.2.27 

(注２) 

無担保 

㈱日本政策投資銀行 3,000,000 － 3,000,000 － 1.089 
H27.3.31 

㈱新生銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 0.885 

㈱みずほ銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 0.669 
H27.5.29 

㈱横浜銀行 500,000 － 500,000 － 0.669 

㈱日本政策投資銀行 1,700,000 － － 1,700,000 1.018 H29.5.10 (注３) 

㈱新生銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.748 H28.5.31 

(注２) 

㈱日本政策投資銀行 6,500,000 － － 6,500,000 1.022 H29.5.22 

㈱三井住友銀行 4,000,000 － － 4,000,000 0.859 

H29.5.31 三井住友信託銀行㈱ 3,000,000 － － 3,000,000 0.847 

みずほ信託銀行㈱ 1,500,000 － － 1,500,000 0.847 

㈱静岡銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.519 

H27.8.31 
㈱武蔵野銀行 

1,500,000 － － 1,500,000 0.609 
㈱三井住友銀行 

㈱七十七銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.609 

㈱日本政策投資銀行 2,550,000 － － 2,550,000 0.962 

H29.8.31 
㈱三井住友銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.705 

㈱みずほ銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.705 (注３) 

㈱広島銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.791 

(注２) 

三井住友信託銀行㈱ 3,400,000 － － 3,400,000 0.691 H30.2.28 

㈱群馬銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.569 

H27.11.30 太陽生命保険㈱ 300,000 － － 300,000 0.595 

日本生命保険(相) 300,000 － － 300,000 0.595 

三井住友信託銀行㈱ 1,950,000 － － 1,950,000 0.600 H30.2.28 

㈱日本政策投資銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.847 
H29.11.30 (注３) 

㈱新生銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.605 

オリックス銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.679 H30.2.28 (注２) 

東京海上日動火災保険

㈱ 
1,000,000 － － 1,000,000 0.690 

H29.11.30 

(注３) 
㈱山口銀行 500,000 － － 500,000 0.690 

㈱東日本銀行 500,000 － － 500,000 0.726 H30.2.28 

㈱三井住友銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.896 
H32.2.28 

三井住友信託銀行㈱ 1,500,000 － － 1,500,000 0.896 

㈱あおぞら銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.519 H28.8.31 

(注２) ㈱香川銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.814 H31.2.28 

㈱あおぞら銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.896 
H32.2.28 

㈱りそな銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.896 

(注３) 

富国生命保険(相) 200,000 － － 200,000 0.533 H28.5.31 

㈱群馬銀行 500,000 － － 500,000 0.716 
H30.5.31 

㈱武蔵野銀行 500,000 － － 500,000 0.570 

㈱あおぞら銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.878 H31.5.31 

三井住友信託銀行㈱ 1,500,000 － － 1,500,000 0.844 
H31.11.29 

㈱日本政策投資銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.963 

㈱関西アーバン銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.893 H30.8.31 

(注２) ㈱関西アーバン銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.668 H31.8.30 

㈱関西アーバン銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.783 H32.8.31 

 

- 162 -



 

区分 借入先 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（％）（注１） 
返済期限 使途 摘要 

長 

期 

借 

入 

金 

㈱日本政策投資銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.833 H30.8.31 

(注３) 

無担保 

㈱三井住友銀行 1,600,000 － － 1,600,000 0.547 H32.8.31 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.777 
H32.11.30 

㈱東日本銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.552 

㈱福岡銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.681 H30.8.31 

(注２) 

三井住友信託銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.824 H31.11.29 

三井住友信託銀行㈱ 4,000,000 － － 4,000,000 0.603 H32.5.29 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.824 H33.5.31 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.844 H33.8.31 

東京海上日動火災保険

㈱ 
1,000,000 － － 1,000,000 0.533 H30.7.31 

(注３) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.661 
H30.8.31 

㈱福岡銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.681 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 3,000,000 － － 3,000,000 0.527 H32.8.31 

三井住友信託銀行㈱ 1,000,000 － － 1,000,000 0.497 H33.2.26 

㈱三井住友銀行 1,400,000 － － 1,400,000 0.497 H33.5.31 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,000,000 － － 2,000,000 0.622 H30.11.30 

㈱みずほ銀行 4,000,000 － － 4,000,000 0.477 
H33.3.31 

㈱三井住友銀行 1,400,000 － － 1,400,000 0.477 

オリックス銀行㈱ 1,500,000 － － 1,500,000 0.687 H31.2.28 

(注２) 

㈱福岡銀行 2,000,000 － － 2,000,000 0.662 H31.3.29 

㈱新生銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.727 H32.11.30 

㈱りそな銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.456 H31.9.30 

㈱りそな銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.446 
H33.3.31 

㈱三井住友銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.446 

㈱三井住友銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.496 H34.2.28 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ － 3,000,000 － 3,000,000 0.426 
H31.3.29 

㈱群馬銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.426 

㈱みずほ銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.523 H32.3.31 

㈱みずほ銀行 － 3,900,000 － 3,900,000 0.446 H33.3.31 

三井住友信託銀行㈱ － 2,000,000 － 2,000,000 0.471 
H31.5.31 

(注３) 

㈱武蔵野銀行 － 500,000 － 500,000 0.429 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.595 
H32.5.29 

みずほ信託銀行㈱ － 500,000 － 500,000 0.595 

㈱日本政策投資銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.742 H32.11.30 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.446 H33.11.30 

㈱みずほ銀行 － 1,500,000 － 1,500,000 0.471 
H34.5.31 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.471 

㈱三井住友銀行 － 3,000,000 － 3,000,000 0.496 
H34.11.30 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 0.496 

合計 107,300,000 28,400,000 10,500,000 125,200,000 － － － － 

借入金合計 144,200,000 41,400,000 25,400,000 160,200,000 － － － － 

 

（注１）平均利率は、日数による期中の加重平均を記載しており、小数点第４位を四捨五入しています。また、金利変動

リスクを低減する目的で金利スワップ取引を行った借入金については、金利スワップの効果を勘案した加重平均

利率を記載しています。

（注２）資金使途は、借入金の返済資金等です。

（注３）資金使途は、物件の取得資金等です。
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（注） 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日以後５年以内における１年ごとの返済予定額

は次のとおりです。

（単位：千円）
 

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 8,300,000 18,200,000 19,400,000 21,500,000
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

（平成26年５月31日現在）
 

Ⅰ 資産総額 380,723,143,881円

Ⅱ 負債総額 179,068,017,319円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 201,655,126,562円

Ⅳ 発行済数量 395,798口

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 509,490円
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第６【販売及び買戻しの実績】

 第17期（平成26年５月期）の直近６計算期間の本投資法人の発行実績は以下のとおりです。

計算期間 発行日 発行口数（口） 買戻し口数（口） 発行済口数（口）

第12期
自 平成23年６月１日
至 平成23年11月30日

－ － － 395,798

第13期
自 平成23年12月１日
至 平成24年５月31日

－ － － 395,798

第14期
自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日

－ － － 395,798

第15期
自 平成24年12月１日
至 平成25年５月31日

－ － － 395,798

第16期
自 平成25年６月１日
至 平成25年11月30日

－ － － 395,798

第17期
自 平成25年12月１日
至 平成26年５月31日

－ － － 395,798

（注）本邦外における販売又は買戻しの実績はありません。
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第７【参考情報】
 当計算期間の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、本投資法人が提出した金融商品取引法第25条第１項各

号に掲げる書類は、以下のとおりです。

 

（1）有価証券報告書及びその添付書類

   計算期間 第16期（自 平成25年６月１日 至 平成25年11月30日）

   平成26年２月25日 関東財務局長に提出

 

（2）有価証券届出書（一般募集による投資証券の発行）及びその添付書類

   平成26年６月17日 関東財務局長に提出

 

（3）有価証券届出書（その他の者に対する割当による投資証券の発行）及びその添付書類

   平成26年６月17日 関東財務局長に提出

 

（4）有価証券届出書の訂正届出書及びその添付書類

   平成26年６月25日 関東財務局長に提出

   上記（2）記載の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

 

（5）有価証券届出書の訂正届出書及びその添付書類

   平成26年６月25日 関東財務局長に提出

   上記（3）記載の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

 

（6）有価証券届出書の訂正届出書及びその添付書類

   平成26年７月17日 関東財務局長に提出

   上記（3）記載の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

 

（7）発行登録書（投資法人債券）及びその添付書類

   平成26年７月17日 関東財務局長に提出

 

 

 

 

- 167 -



 

独立監査人の監査報告書 

 
    平成26年８月25日

 大和証券オフィス投資法人    
 
  役員会 御中  

 

  有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
   公認会計士   貞 廣 篤 典 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
   公認会計士   内 田 和 男 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられている大和証券オフィス投資法人の平成25年12月１日から平成26年５月31日までの第17期計算期間の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計算書、注

記表及び附属明細表について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財

務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大和証

券オフィス投資法人の平成26年５月31日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

強調事項 

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、投資法人は新投資口発行及び資産の取得を行っている。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

 

利害関係 

投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

（注１）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

（注２）ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 


